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地方団体の地方税財源への関与について

帰属基準（配分方法）
課税免除・
減免等区　分 課税主体 賦課徴収 課税客体 税率

（課税団体に帰属）条例

地方団体

地方団体
地方団体 法律 条例

(地方税法2条）
【法律の規定に反しない限り
条例による定めも可能】

【標準税率、
制限税率】

地方税
(法人事業税の例)

国 地方団体 法律

地方団体

地方団体
（当分の間、国）

法律
法律

（地方税法附則9条の4） 〈消費に相当する額に基づき清算〉

条例

（一定税率）

地方消費税

国 地方団体
法律 法律

法律

（暫定措置法6条） （暫定措置法10条） 〈人口1/2、従業者数1/2〉
地方法人特別税

法律国 国 法律 法律地方譲与税

参考

〈住民一人あたり税収を均てん化〉
連邦・州 州 連邦法（※） 連邦法（※）

連邦法（※）ドイツの共同税

（売上税）

参考

（※）連邦参議院の同意が必要


